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林業公社等にかかる金融問題検討会に参加する府県と農林漁業金融公

庫は、林業公社等の現状と県民等が期待する将来の森林整備のあり方を

踏まえて、新たな金融支援等について次の方向性をもって検討を進め、

政府等に対して政策提言を行うこととした。
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１．「森林･林業基本法」の理念である森林の持つ多面的機能の発揮のた

めには、公社林43万ヘクタールの維持存続が極めて重要であること

から、本検討会に参加する府県と農林漁業金融公庫は林業公社等の現

状と将来に向けての課題、また、課題解決のための条件整備等につい

て広く国民や政府に発言していく。

２．国民の森林に対する期待が公益的機能重視へと変化し、公社林の施

業方法もその方向に転換しているため、既往債務についても公益的機

能を重視した施業に対応した償還方法に変更できる金融支援措置や、

新たな負担のあり方や財源について検討していく。

３．以上を推進するため、各府県と農林漁業金融公庫は協力して、各府

県・公社の実態を踏まえて可能な限り透明性の高い「公社経営の将来

見通し」や「公益的機能の客観的評価」等を説明し得る資料の作成を

検討し、国民に開示するよう努めるとともに改めて公社林の森林整備

の必要性と負担のあり方について理解を得ていく。

４．本会は林業公社の現状を出発点として検討を進めるが、森林の公益

的機能は経営形態によって違いがあるものではなく、一般の林業者の

森林も等しく発揮しているものであることから、本会が検討する対策

については、林業公社以外の林業経営体も対象となるよう留意してい

く。


